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1 ● 長寿社会のまちづくり

プロダクティブ・エイジングを目指す取り組みの実践例とし
て、東京大学で取り組んでいる長寿社会のまちづくりの事例
を紹介したいと思う。
　
私たちは、長寿社会のまちづくり：コミュニティでの社会実

験を行い、人生90年、100年時代の新しい生き方を追求して
いる。長寿時代の新たな生き方の創造、新たなライフデザイ
ンを実現するための長寿社会のまちづくりに取り組むために、
さまざまな分野の研究者がチームを編成して、自治体、民間
企業、住民と連携して進めている。そこには住宅や移動手
段のようなハードのインフラだけでなく、医療や介護、雇用制
度、教育制度のようなソフトのインフラも含む。

2 ● 「高齢者を社会・地域の支え手に」プロジェクト

そのなかに、「高齢者を社会・地域の支え手に」というプ
ロジェクトがあり、千葉県の柏市と福井市の2つのコミュニティ
をフィールドとして社会実験を行っている。震災以来、岩手
県の大槌でも同様の取り組みを始めた。
このプロジェクトには2つの大きな目的がある。

■ 1. セカンドライフの就労

1つはセカンドライフの就労。柏市は人口40万人の典型
的な東京のベッドタウンで、約80％が東京に通勤している。
基本的には夜寝るために帰ってくるという生活を何十年も続

けた後、リタイアして柏に帰ってくるという、そういうまちである。
これから毎年4,000人の人がリタイアする。
リタイアした方 に々とって、名刺もなく、知人もいないところで
ボランティアを始めるのは敷居が高い。最も敷居が低いの
は、地域で働くことだということが聞き取り調査でわかった。
そこで、歩いて、あるいは自転車で行けるところにたくさん
働き場をつくろうということになった。

■ 2. セカンドライフの新しい働き方

もう1つは、セカンドライフの新しい働き方を創造すること。7

つの事業が実施中あるいは準備段階にある。
7つのうち、3事業が農業である。休耕地を開拓した農
園事業、ミニ野菜工場、屋上農園である。次の2事業が
「食」。独り暮らしの高齢者が増え、若者も夫婦共働きて忙
しいので、コミュニティ食堂をつくり、栄養バランスのとれた食
事を3食提供する。また、コミュニティのダイニングルームとし
て、人のつながりをつくる場にする。6つ目は、保育、子育て
事業。そして最後は、生活支援事業。元気な高齢者が虚
弱な方たちの手助けをしている。
事業主は基本的に、採算のとれる事業運営の経験者で

ある。
この長寿社会のまちづくりは大学だけではなく、柏市役
所、UR、さらに地域の団体や企業など多様な参与者の協
働で進めている。
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■ 3. オフィスセブン（事業統括組織）の設立

また、このプロジェクトでは、事業主のニーズと就労者の
ニーズをマッチングする「オフィスセブン」の機能が重要だ。
ワークシェアリングをうまく導入して雇用者と就労者の双方に
融通無碍に運用できる柔軟な就労方式を追求している。

■ 4. 就労環境改善のためのテクノロジー開発

さらに、高齢者の就労環境の改善を目指し、テクノロジー
の開発を推進するために、テストフィールドを提供している。

3 ● 効果測定

私どものプロジェクトでは就労前後で就労者のウェルビー
イング を測定して就労の効果を評価している。身体機能、
認知機能、人とのつながりを就労前と6か月後、1年後に測

定し、就労しない人たちと比較して、就労することによってど
のような効果があるかを明らかにしている。科学的なエビデ
ンスをつけて施策や政策に提言したいと考えている。

4 ● 多様な就労ニーズへの対応

これまでの約2年間の取り組みから、高齢者の就労ニーズ
は非常に多様であることがわかった。人生の後半戦はマラ
ソンの後半戦と同じで、非常にばらつきがある。身体機能に
おいても認知機能においても、価値観やライフスタイルも極め
て多様だ。

1週間に2～ 3日、数時間働きたいというプチ・ワークから、
自分の今までやってきた職業の専門性を活かして、リタイア
後は地域で新しい事業を立ち上げたいという方までニーズ
は多様である。そういうさまざまなニーズに対応できる形で
の就労機会をどのように提供していけるかが、私たちの今後
の課題であると思う。

そのためには、地域貢献雇用推進機構、セカンドライフのナ
ビゲーションセンターのようなものが地域にあるとよいと思う。
さまざまなニーズに対応する就労の場だけでなく、有償・無
償のボランティア、あるいは生涯学習の機会なども含めて、セ
カンドライフをデザインしていくための情報と支援を提供し、ネッ
トワーキングの要になるような組織をつくることを目指している。
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